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地域における情報通信産業の一考察(その 3)

一一ソフトウエア産業の県別比較一一

Regional economic analysis ofthe IT industry in Japan: 

From the 部pects of software production 

清水和美*・稲垣充贋*

要約 本報告では情報化社会の進展に伴うソフトウェア産業の構造変化を，特定サービス産業

実態調査から求める都道府県別の差異から明らかにすることを目的とする 各都道府県のソフ

トウェア関連分野の売上高・事業所数・従業員数より求める特化係数を比較し地域における

ソフトウェア関連産業の現状と自治体規模・産業構造との関連を考察した また，この分野の

産業振興に特徴のある自治体の現況を個別に実地調査しそれらの産業振興施策の経緯を報告

する

この結果，売上高より求める特化係数の上位は各地方で中核となる県が占めていること，それ

らは事業所数・従業員数の特化係数より分散が大きく，当該産業の地域集積が経済面で一層進

んでいることが分かった さらに，売上高を業務形態別に比較した結果，受託下請け型のシェ

アが依然として多いこと，併せて実施した産業連関表を用いた需給構造分析から域内の需要さ

え満たしていない地域も見られることが確認できた
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1.はじめに

携帯電話の高機能化 ・ IP 技術の普及等により ，

囲内経済の中で情報通信産業の占める役割は大き

く変化している ハードウェア分野では液晶テレ

ビ製造の国際間競合が一層厳しい状況になり，通

信分野では効率的な企業ネットワーク運用を可能

とするクラウドコンピューテイングの利活用も進

み始めた.また，囲内のパソコン出荷台数が年間

1 ，500万台を超え，携帯電話普及率も 100% 超えと

社会生活での影響は大きなものがある.これらの

状況を背景に，一部の地方自治体はバブル崩壊以

降の地域活性化施策として，バイオ・ IT(情報技

術)産業の集積に取り組んでいる.

筆者らは地方における情報通信産業の特徴を 2

回にわたり報告しているが，その分析手法として

経済データの指標を県別に比較することにより差
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異を抽出しその要因を考察した.産業連関表を

用いた報告1-1 ) では情報通信産業を「通信J I情報

サービス」等 4 つの部門に再集計し，自治体別の

傾向を考察した.次の報告1-2) では IT ハードウェ

ア産業の地域別特化係数を比較し自治体規模・

産業構造との関連を分析している

ソフトウェア産業は首都圏への集中が大きいと

言われているが，地域でもその振興に様々な取り

組みがおこなわれている.本報告では前報告ト1 )

で一部述べた情報サービス分野に含まれるソフト

ウェア関連産業の地域別差異を，売上高他の視点

から分析することにより明らかにする.第 2 章で

は本報告で用いた基礎数値の説明，第 3 ・ 4 章で

はソフトウェア関連産業の地域傾向を述べた先行

研究及び振興施策について記す.第 5 章では売上

高より求めた特化係数の比較，ソフトウェア業務

形態別の産業傾向及び需給構造の差異から産業集
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積の傾向を考察する.第 6 章では本産業が比較的

先行する自治体の産業施策について2000年以降の

傾向を報告している.

2. IT ソフトウェア産業の分類・動向

本章では囲内のソフトウェア関連産業の動向

を，国内総生産と本産業の売上高より把握する.

国内総生産の数値データは総務省統計局の県民経

済計算データ 2ー1)を用い，本産業の売上高は経済

産業省特定サービス産業実態調査2-2) の分類によ

る数値を用いる，この調査の業種分類は，当初は

ソフトウェア業，情報処理サービス業，情報提供

業，その他の区分を情報サービス業にまとめてい

たが. 2006年からはソフトウェア業，情報処理・

提供サービス業(インターネット附随サービス業

を含む)の 2 区分に. 2008年からはインターネッ

ト附随サービスを分離した 3 区分になった 本報

告ではこの 3 つの業種の売上高・事業所数・従業

員数とも合計し IT ソフトウェア産業と定義して

考察する.

現行の業種区分と業務項目を以下に示す.

①ソフトウェア業:受注ソフトウェア開発，ソ

フトウェアプロダクツ(業務用パッケージ・ゲー

ムソフト・コンピュータ等基本ソフト)

②情報処理・提供サービス・情報処理サービス，

システム等管理運営受託，データベース・サーピ

ス，各種調査，その他

③インターネット付随サービス : サーバーハウ

ジング業務，サーバーホステイング業務，セキュ

リテイサービス業務，電子認証業務，課金・決済

代行業務. ASP 業務，サイト運営業務，コンテ

ンツ配信業務，その他

なお. 5.6項の産業連関表に基づく分析では，

2005年からの産業中分類 (108分類)の情報サー

ビスとインターネット附随サービスの生産高等の

数値を合計し，本産業のデータとして用いる

1990年以降の国内総生産高と本産業の売上高の

伸び率を図2-1 に示す 日本国内においては，こ

こ 20年間に全体的な生産の停滞が見られるのに対
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図2-1 国内総生産と IT ソフトウエア産業の伸び率比較

し本産業では継続的な伸びがある.国内総生産

に対する本産業の売上高が占める割合も 1990年の

1.29% (=5.87兆円/455.2兆円)から .2009年では，

4.45%(=21.5兆円/483.2兆円)へと拡大している

3. 先行研究

地域における IT ソフトウェア産業の実態及び

その課題については. 1990年代以降，国内特定地

域を対象とした実証的研究や，他製造業との比較

等の様々な視点での報告がなされている

仙台市を対象に. 1980年代後半の地方での本産

業の実態を報告した加藤3-1) は，域内産業の高度

化につながると期待された産業の地方展開が，実

際には受託計算業務の割合が大きいことや，地方

企業の技術的低位のため東京資本の域外支配が強

まっていることを詳述しているー

国土庁が1992年に東京集中の実態やその理由を

アンケート調査した報告3-2) によれば，情報サー

ビス業の事業所 ・ 従業員は依然として東京都に多

く集中しているものの， この時点では地方分散が

進行しつつあることを述べている 立地地域の決

定にあたっては取引先との近接性を重視し同業

他社間での取引が多く情報サービス業の集積の大

きい都心部への立地が進行したこと，及ぴその他

の要因に「オフィス賃料の安さ・習得の容易さ Ji企

業イメージ向上」を指摘しソフトウェア企業の

東京集中の背景を窺わせる .

小川日)は札幌地区の情報産業の初期段階から

の発展経緯を詳述し停滞しつつある状況を囲内
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他地域との相対的な比較から明らかにした.その

中で札幌地区の情報産業企業の経営行動をアン

ケートから統計的に分析し情報産業が飛躍する

ための課題を探っている.北J11 3-4) は同業種聞の

取引形態が多いことから主要コンピュータメー

カーと関連ソフトウェアハウスの展開例を報告し

ている.一般的な傾向として86年から 91年にかけ

て東京集中から関東圏への拡大及ぴ地方の中核都

市を有する地域への拡散を示し，ソフトウェアハ

ウスにおいても同様の傾向があること，特に人口

100万人以上都市への集中が大きいことを述べて

いる，藤本3-5) は札幌市周辺のソフトウェア産業

の発展経緯を詳述し，特に札幌市他の団体からの

支援施策に詳しい. 2000年代前半からの産業の低

迷を他地域との成長率の差異から言及しその理

由としてバブル崩壊・地方企業の営業力不足・人

材確保の難しさ等をあげている.また，地域のソ

フトウェア産業の地域間分業(下請け)体制に着

目した藤本3-6) は，開発工程と取引慣行を分類し，

IT 関連産業の地域回帰を提言している.下請け

構造が地域のソフトウェア産業振興の阻害要因と

する報告は多く，本報告でも 5.5項で業務内容を

受託下請け・自主開発他に分類し，地域別に比較

する.

本産業の事業所数に関する報告に NTT タウン

ページから関連事業所を抽出した継続的な調査3-7)

がある タウンページの事業分類が1999年から変

更されたことに伴い，事業所数の変化を地方都市

への分布，都道府県別比較，都市部/ターミナル

駅への集中他の視点で分析している . 2007年 9 月

の調査ではインターネット関連サービスの事業所

数の減少，ソフトウェア業の事業所数減少に歯止

めがかかったこと等を新規立地率 ・ 廃業率から明

らかにしている. さらに県別の新規立地率の上位

に，①三重県 (36.7%) ②愛媛県③熊本県④秋田

県⑤福岡県をあげている

業界団体の電子情報技術協会3-8) が2005 ~ 09年

に実施した地域のソフトウェア産業動向調査で

は， r首都圏にソフトウェア関連企業が集中し，

地域では中核的な地方都市圏(福岡・札幌・仙台・

広島等)に一定規模の企業が存在， これらの企業

では同業者からの受託率が50%以下であり，ある

程度自立j r一方，富山・沖縄・大分等では受託

率が高く，大手ベンダーからのアウトソース先と

なり産業としての自立は今後の課題H京都，茨城，

千葉などは同業者からの受託率は低いが一定の産

業規模があり自立している j r地域では全体傾向

として人件費・固定費のコストが低く，地域企業

にアウトソースする利点はある』他のまとめを述

べている.また，事業体の規模と特有の技術力の

関係から「地産地消型J Iベンチャー型J I規模対

応型J I グローパル型」の 4 領域を定義し， 日本

のソフトウェア産業の将来への方向性(進め方)

を提言している.

このように従来の先行研究では特定地域に着目

して，その現状及び振興の提言に関する内容，業

界の下請け構造の問題点を詳述したものが多くみ

られる.

4.IT ソフトウェア産業の振興施策

本章では地方及び全国ベースでの産業振興施策

について述べる.

地方での振興施策は地域経済団体，該当自治体

及び業界団体が主にまとめているが，特徴ある産

業の育成や地域活性化を目的とし，地域の独自性

を求める傾向が強い. 表4-1 にその活動例の一部

を示す 地域での IT ソフトウェア産業振興施策

は， 初期にはテクノポリス構想等の国の産業施策

と連携したものが多かったが，最近では松江市で

の OS (オベレーティングシステム)技術展開や，

家電・自動車に応用される組込みソフトに注力す

る等の独自な展開が見られる.

全国ベースでの振興施策の報告も，公的機関や

業界団体から多くなされている.情報通信白

書4-1) では情報通信産業分野で国内生産額の分析

に詳しいが，本産業に関しては関連省庁の政策紹

介に留まっている 情報化白書4-2) は特定サービ

ス産業の数値を示しているが， 内容としては「杜

3 



総合政策研究第 15 巻第 l 号 (2012)

会生活・産業の情報化」を対象とし，本産業に関

しては特に組込ソフト分野の人材不足 ・ 取組内容

を紹介している 情報サービス産業白書4-3) はソ

フ トウェア関連産業界の分析を詳細に紹介し特

に地域の問題として下請け構造・人材不足・競争

力強化等の視点で取り上げている.

取り組みを展開している

また，業界団体一つである情報サービス産業協

会ではソフトウェア業界の地域課題として同業者

間の多重下請け構造が大きいこと，需要と生産の

需給ギャップの分析から地産地消が出来ていない

こと，地域ユーザーとの関連強化が必要なこと等

をあげ，モデル地域を設定した取り組みを進めて国レベルでの情報産業振興方針ではソフトウェ

ア産業界の構造改革と IT による産業・社会の高

次化を目指す4-4) ものとがあるが，ソフトウェア

産業振興施策4-5) では，技術面での方向としてク

ラウドへの展開，組込みソフトウェア4-6) の振興

に関する項目経営面の改善ではユーザーとの関

係構築4ー7) 下請け構造からの脱却と地元密着型

への展開他がある.地方経済産業局でも企業の

IT 活用方法の高度化支援を始め，各々が独自の

いる

本産業に係る振興施策として，地域ではテクノ

ポリ ス法・頭脳立地法の廃止により 国レベルでの

政策として企業誘致を中心とした特定分野の産業

集積を目指すことを終え 地域経済環境を考慮し

組込みソフト等の独自技術導入や，地域ユーザー

との連携強化等の成長産業集積形成を目指す新た

な取り組みが進められている.

表4-1 地域における IT ソフトウエア産業育成の活動例

地域 名称 設置年 記事

大分県 大分県ソフトパーク 1984 テクノポリス計画に伴い県が整備した初期のソフトウェア団地

札幌市 札幌市エレクトロニ クスセ 1986 テクノパークの中核施設。 賃貸オフィスや立地企業へのサービス機能

ンター など企業の育成に主眼を置いた運営が特徴

札幌市 札幌テクノパーク 1986 情報通信関連の産業を新たな都市型先端技術産業として定着させ主力

産業に育成することを目的に，札幌市が開発した研究開発型の工業団地

新潟市 新潟市ソフトウェア産業協議会 1988 市が支援する業界団体. 地域社会の活性化を目指す

久留米市 久留米地域ソフトウェア産 1989 地元のソフトウェア企業団体。 地域ソフトウェア産業の振興に関する

業協議会 活動

尽都市 尽都リサチパー ク 1989 民間主導の施設 ベンチャーを主に IT 企業が入居

松本市 (財)松本ソフト開発セン 1990 地域ソフトウェア産業の育成及び発展を図る為の自治体が支援する研

ター 究開発支援組織.オフィス提供や人材育成をおこなう

福岡市 福岡ソフトリサーチパーク 1991 県が第 3 セクターの リサーチパーク整備 中小~大手企業が入居しイ

ンキュベータ機能も有する

大垣市 ソフトピアジヤノT ン 1996 県が主導する地域情報化の拠点と位置付け，その中で地場企業を育成

松江市 松江オープンソースラボ 2006 IT 産業振興のため，オープンソースソフトウェアに関する技術・情報

の交流及び人材育成のための市の拠点

関西地域 関西経済同友会 2007 組込みソフト産業の一大産業地に IT 産業の集積があり組込みソフト

ウェア産業の集積地とすることで、経済活性化

浜松市 浜松ソフト 産業協会 2008 NPO 法人 地域のソフトウェア産業振興を目的とする

十日町市 十 日町地域ソフトウェア産 2010 地7cのソフトウェア企業団体.大型事業の協調など目的として設立

業協議会

うるま市 沖縄 IT津梁パーク 2010 情報通信産業の推進・雇用促進を目的としオフィス貸与・インキュベー

タ機能も有する県のプロジェクト ソフトウェアセンター・ビジネス

支援センタ一等も併設

東北地域 (財)東北活性化センター 2011 新たな成長産業として期待されているのが組込みシステム産業の東北

地域での展開を提言する

4 



5. IT ソフトウェア産業の地域集積の分析

本章では県内総生産2-1)に対する県内 IT ソフト

ウェア産業売上高2-2) の割合を県別に求め，次に

産業の集積度を表す特化係数(資料1 -2 ， P.29参照)

を県毎に算出し相対的な地域比較をおこなう.特

化係数は前記の割合の全国平均を基準とし，各県

の数値と比較し算出した その際に，割合の分母

に用いる値として，全ての産業を考慮した総生産

高の値を利用するか，本産業が含まれる第三次産

業の総生産高を利用するかが考えられるが，事前

に評価を行った結果概ね同順位であったので，産

業規模を総合的に表す前者の数値を採用した

5.1 IT ソフトウェア産業の売上高

(1) 県別の比較

1990年， 1995年 ， 2000年， 2005年， 2009年の売

上高の特化係数を県単位に求め，順位の変化の推

移をみる(表5-1) 東京国大阪府，愛知県，福

岡県，宮城県，北海道といった圏内主要都道府県

が上位を占める他，徳島県，石川県等が上位に入っ

ており，詳細な分析する対象になると考える.

2009年における売上高の特化係数を 4 段階に分類

して地図を用いて表した結果を図5-1 に示す
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(2) 3 大都市圏の比較

3大都市圏を対象として，東京圏(東京都，神

奈川県， 千葉県，埼玉県)，東海圏(愛知県，岐

阜県，三重県，静岡県) ，大阪国(大阪府，京都府，

兵庫県，滋賀県)の全国シェアの推移を求める(因

子2). 3 大都市圏の中では， 東京圏のシェアが大

きく，かっ伸びも高い 反対に大阪圏の減少傾向

が目立つが， 3 大都市圏のシェアの合計では，全

国の90% 近くを占めている 東京国のシェアが

支配的であるが， 中でも東京都が特出しているこ

とから，以降の県単位比較分析では，特に断らな

い限り東京都(政令都市単位では東京都23区)を

除いて評価する .

大都市圏，特に 3 大都市圏への集中とともに，

地域の中核都市への集中の可能性も考えられる

このことから， 1995年から 5 年毎に政令指定都市

(14都市)の売上高の特化係数の推移を表5-2に示

すが，図5-2 と同じく東京圏の都市が上位を占め

ている.なお， 14都市以外の新規政令都市につい

ては，経年変化をみることに主眼をおくことから

分析に含めていない.

5.2 IT ソフトウェア産業の事業所数 ・

従業員数

全産業の事業所数と従業員数に対する IT ソフ

表5-1 県別の IT ソフ トウエア産業売上高(特化係数)推移

1990年 1995年 2000年 2005年 2009年

県名 特化係数 県名 特化係数 県名 特化係数 県名 特化係数 県名 特化係数
売上高

(十億円)

東京都 3.13 東京都 3.10 東京都 3.27 東京都 3.51 東京都 3.72 14,113.8 

神奈川 1.74 神奈川 1.86 神奈川 1.64 神奈川 1.57 神奈川 1.17 1,549.6 

大阪府 1.19 大阪府 1.24 大阪府 1.12 大阪府 0.85 大阪府 1.05 1,673.3 

福岡 0.71 福岡 0.86 福岡 0.85 京都府 0.82 福岡 0.60 471.8 

広島 0.65 宮城 0.75 宮城 0.70 石 川 0.58 石 川 0.53 100.3 

愛知 0.60 茨城 0.74 愛知 0.64 福岡 0.53 愛知 0.52 736.4 

宮城 0.59 徳島 0.74 広島 0.63 宮城 0.51 宮城 0.49 173.7 

北海道 0.55 広島 0.73 石川 0.63 広島 0.50 富山 0.41 75.5 

徳島 0.53 愛知 0.66 岡 山 0.55 愛知 0.47 北海道 0.37 296.2 

茨城 0.52 愛媛 0.55 茨城 0.54 茨城 0.42 千葉 0.33 285.3 

2

3

4

5

6

7

8

9

m
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図5- 1 生産高の特化係数の分布
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図5-2 大都市圏の IT ソフトウエア産業のシェア

トウェア産業の事業所数と従業員数の割合を地域

別に比較する. 2001年と 2009年の各特化係数の上

位県を表5-3 に示す 大都市圏が上位を占める傾

向は，生産高と同様であり変わらないが，その他

の県についても石川県・宮城県・北海道など売上

高と同様に上位に位置する . 売上高・事業所数・

従業員数の全県の特化係数について平均と分散を

算出した結果を表5-4に示す.売上高と従業員数

6 

の分散が大きく，この面で格差が顕著なこと及び

2001年からの特化係数の変化から，事業所数と従

業員数ともに東京国への集中が一層高まっている

ことが分かる.

2009年における事業所数と従業員数の特化係数

を 4 段階に分類して地図を用いて表した結果を図

5-3a，図5-3b に示す

5.3 地域規模と売上高(特化係数)

地域規模と IT ソフトウェア産業の地域集積の

関係を，県人口及び県経済力と本産業の売上高の

特化係数の相関から求める

2001年と 2009年の県人口と本産業の特化係数の

相関関係，県内総生産と本産業の特化係数との相

関関係を図5-4a. 図5-4b に示す(東京都は除く)

三つの要因とも弱い相闘が見られ，後年になるほ

ど強くなっており，前報告1-2) でも述べたように

本産業の地域集積の度合いについてその地域の人

口及び経済規模に関係する傾向が見られる.
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表5-2 政令都市の IT ソフトウエア産業売上高(特化係数)推移

1995年 2000年 2005年 2008年

都市名 特化係数 都市名 特化係数 都市名 特化係数 都市名 特化係数

川崎市 1.72 川崎市 2.14 川崎市 2.02 東尽都23区 1.51 

東.lJ!.都23区 1.28 東京都23区 1.30 東/9.都23区 1.45 川崎市 1.37 

横浜市 1.23 横浜市 0.86 横浜市 0.70 横浜市 0.71 

大阪市 0.89 大阪市 0.83 大阪市 0.61 大阪市 0.61 

福岡市 0.86 福岡市 0.81 尽都市 0.60 福岡市 0.56 

名古屋市 0.70 千葉市 0.63 千葉市 0.56 札幌市 0.48 

仙台市 0.63 仙台市 0.62 福岡市 0.50 千葉市 0.48 

広島市 0.60 名古屋市 0.62 名古屋市 0.46 名古屋市 0.46 

札幌市 0.55 札幌市 0.55 広島市 0.45 仙台市 0.44 

神戸市 0.28 広島市 0.53 札幌市 0.44 広島市 0.29 

2

3

4

5

6

7

8

9

0

 

ー

表5-3 IT ソフ トウ 工ア産業の事業所数と従業員数の県別比較

2001年 2009年

事業所数 従業員数 事業所数 従業員数

県名 特化係数 県名 特化係数 県名 特化係数 事業所数 県名 特化係数 人数(人)

東尽都 2.77 東京都 3.28 東尽都 3.40 9,316 東尽都 3.52 523 ,047 

神奈川 1.34 神奈川 1.88 大阪府 1.35 2,396 神奈川 1.40 79,934 

大阪府 1.20 大阪府 1.08 福岡 1.15 1,049 大阪府 1.12 85 ,766 

福岡 1.11 石 川 0.80 神奈川 1.14 1,420 福岡 0.76 28,371 

広島 1.07 愛知 0.80 愛知 0.93 461 石川 0.72 6,661 

石 川 1.05 福岡 0.79 石川 0.81 214 宮城 0.64 10,788 

宮城 1.04 宮城 0.76 宮城 0.81 346 愛知 0.62 12,736 

愛知 1.02 岡山 0.66 北海道 0.79 780 北海道 0.55 20,702 

愛媛 0.90 茨城 0.61 広島 0.77 431 沖縄 0.55 4,680 

長野 0.89 広島 0.59 沖縄 0.71 195 岡 山 0.54 7,380 
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表5-4 各特化係数の平均分散

5.4 生産性・事業所規模と売上高(特化係数)

本産業の地域集積と人的生産性・事業所規模と

の関係を分析する.県別に従業員一人あたりの売

上高及び事業所あたりの売上高を算出 し，本産業

の県別売上高特化係数との関係を因子5a，因子5b

に示す なお比較する時期に大型機の時代である

1995年とインターネット時代の現代である2009年

を選択しその変化を考察する.要因の一つであ

る事業所規模と本産業の地域集積とは強い相関が

見られ，近年になるほどその傾向は顕著になって

いる.一方，人的生産性との関係は前者ほどでは

なく，本産業が集積している地域の生産性が高い

とは一概には言えない結果であった

また，売上高の特化係数が低くとも，生産性や

事業所規模の指標が高い県があった 1995年では，

従業員あたり生産性で兵庫県，徳島県，事業所規

模で茨城県，奈良県である. 2009年の時点では，

従業員あたり生産性で京都府・愛知県・千葉県が，

事業規模所で千葉県 ・富山県である

7 
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5.5 IT ソフトウエア産業の業務形態の傾向

IT ソフトウェア産業に関する特定サーピス実

態調査では 2 章で示したように業種分類を 1 から

3 種類に変更している 本項ではソフトウェア開

発の要素から以下の 4 業務形態に再集計し，業務

形態による傾向を考察する

(a) 自主開発型:請負でなく独自のソフトウェ

9 
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アを開発する形態. 2 章の分類に示す①のソフト

ウェアプロダクツが該当する.

(b) サービス提供・インターネット型・クラウ

ド型など外部のサービスを利用する形態.②の情

報処理サービスとデータベース・サービス，③の

全てのインターネット付随サービスが該当する.

(c) 受託下請型 情報システム構築のためのソ

フトウェア開発を受託で行う形態.②のシステム

等管理運営受託，①の受注ソフトウェア開発が該

当する

(d) その他:ソフトウェア開発関連の業務.②

の各種調査とその他，③のその他が該当する.

(1) 業務形態の従属性の傾向

ホストコンピュータ用ソフトウェア開発中心の

時代からインターネット中心の時代への変化に伴

う業務形態別の売上シェアを図5-6に示す. 2000 

年の売上高10.7兆円が08年 (09年以降は特定サー

ビス産業実態調査の集計方法が変化しており 08年

を採用)に 16.2兆円に上昇しているが，インター

10% 9% 

18% 薗 自主開発型

ロサービス鑓供型

ロ受託下請け型

口その他

図5-6 業務形態別の売上高シェアの推移(左 2000年，右 2008年)

ネット時代に入っている状況においても，ソフト

ウェア開発の業務形態別の売上構成は「受託下請

け型」が大部分を占め，一部.1その他の分類項目」

の詳細化が含まれるものの，大きな変化は見られ

なかった.

(2) 業務形態別売上の地域的差異

県別の IT ソフトウェア産業売上高を 4 種類の

業務形態別に再集計したが，絶対値の大きい「受

託下請け型」 は地域毎の差異が小さく(特化係数

の大きな県でも1.2台)，本項では「自主開発型」

「サービス提供型」の上位県を抽出したーその手

法として全国での全業務合計値に対する各業務形

態別売上高の割合を基準とし，各県の割合との比

較倍率を業務特化係数として算定した結果を表

5δに示す 県別の傾向として白地域に大きなソ

フト開発企業を有する徳島県・福井県が自主開発

型の業務形態で突出していること，サービス提供

型の業務形態の上位県に，奈良県・三重県等の大

都市圏周辺地域が多く含まれていることがある目

4% 9% 

19% 闘 自主開発型

ロサービス提供型

ロ受託下請け型

口その他

表5-5 業務別形態別売上高の比較(上位5県)

2000年 2008年

自主開発型 サービス提供型 自主開発型 サービス提供型

県名 特化係数 県名 特化係数 県名 特化係数 県名 特化係数

徳島 5.56 奈良 4.53 徳島 6.17 島根 2.82 

福井 4.09 三 重 3.20 山梨 2.37 三重 2.79 

宮崎 2.46 和歌山 2.97 秋田 2.32 岐阜 2.62 

熊本 2.29 秋田 2.15 福井 2.08 和歌山 2.57 

秋田 2.26 岐阜 1.96 宮崎 1.97 福島 2.22 

フ
-
1
d

刈
斗
寸
戸
、d
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北海道は2009年の IT ソフトウェア産業売上高

2，962億円(特化係数0.37，全国順位 9 位)である

が，特化係数は1990年の0.55から低下し続けてい

る. 中核都市である札幌市は1980年代に学生ベン

チャー企業の発足や当時のパソコンソフト大手の

ハドソン社により圏内でも特異な地位を占めてい

た目 1989年では全国生産高のl.9% を占め，その

後も IT 関連企業の団地形成や，駅北口での自然

集積により産業は進展するが90年代後半になると

その勢いを失いつつある (99年の生産高割合は

l.5%) この間の事情は資料3-3) に詳しく報告さ

れている.

札幌市は90年代後半から本産業を市に根付かせ

図5-7 IT ソフトウエア産業への特化と生産自給率の関係 る新産業として捉え，対応する事業としてプラン

5.6 産業連関表を用いた需給構造分析

IT ソフトウェア産業の生産と需要との関係は，

地域の経済活動が活発であるか，また，県内ソフ

トウェア需要を満たすだけの供給力があるかな

と県単位の需給構造の偏りが想定される.この

傾向を明らかにするため 2005年の各県の産業連

関表データを用い，本産業に係る需要合計 (A) ，

移出高 (B) ，最終的な生産高 (C) の各数値から

傾向を考察する .

(1) IT ソフトウェア産業生産自給率

5.1項で求めた本産業の売上高特化係数と県内

の生産自給率を示す CIA の関係を 図5-7に示す.

本産業の地域への産業集積度合いと生産自給率の

関係には一定の相関関係が見られる 即ち，本産

業が集積している県は，県内の需要を満たす生産

が行われていることを表す.県内の生産自給率上

位 5 県，下位 5 県について表5-6に示すが， 100% 

を超えているのは神奈川県のみであか 川崎市及

び横浜市における本産業の生産が県内需要を大き

く上回り他県での利用になっていることが分かる

180% 

生 160%

給産率自 140% 
120% 

100% 
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ITソフトウェア産業の特化係数
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(2) IT ソフトウェア産業県外移出率

県内自給と別に本産業の生産物が他県にどれだ

け利用されているかを示す県外移出率 (B/C) を

求める.上位 5 県，下位 5 県について表5-7にま

とめるが，神奈川県や京都府のように移出率が高

い自治体で県内生産物が他県で多く利用されてい

ることを表しており，それらの県ではビジネスと

して成立していると言える.また，香川県のよう

に生産と需要が県内に閉じているケースは生産自

給率が約100% に近いこと，本産業が活発で=ない

県は自給率と移出率が共に低い傾向が見られた

6. 地方での産業振興施策

本章では IT ソフトウェア産業振興に特徴のあ

る北海道・札幌市，千葉県，神奈川県・横浜市の

施策の傾向を述べる目

6.1 北海道・札幌市

表5-6 県別の生産自給率(上位5県，下位5県) 表5-7 県別の県外移出率(左 上位5県，右 下位5県)
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ドイメージの向上，人的ネットワークの活用，人

材育成・確保に注力している . I札幌市情報化構

想 (97)J では札幌の新産業として位置付けられ

る情報関連産業について支援の方向性を示し，テ

クノパーク ・ エレクトロニクスセンターの実績を

踏まえ， I札幌市 IT 経営戦略 (0 1) J で IT 先進自

治体のブランドイメージを高めることで IT 産業

の振興につなげる施策を継承している目その後「札

幌新まちづくり計画 (04)J では大学の知恵と IT

を活用した新事業創出と IT 産業振興策として人

材育成をあげ，成果指標として事業所数・売上高

を設定し 3 次にわたる三ヶ年計画を進めた最新

の「第 3 次札幌新まちづくり計画 (07) J では市

役所基幹システムへの地場 IT 企業の参入を明記

するなど， 地域企業の市場を拡大する現実的なも

のに変わっていく

北海道庁の施策として「総合計画」では IT 産

業が項目として挙がるのは遅く 90年代後半になっ

てからであり， I第3次北海道長期総合計画 (98)J

に企画提案型情報産業への展開を指摘し分野別

指標として売上高1 ，260億円 (95) から 3 ，420億円

(07) への拡大が記される この計画に対する見

直しは逐次おこなわれ，施策としても中小企業育

成条例による貸付・道外展示会 ・ 経営者研修他が

実施されたしかし「新北海道総合計画 (07)J 

ではソフトウェア関連産業の振興に関する項目は

見られず，同時期の経済関連の施策に特化した「北

海道産業活性化プログラム (04)J I北海道経済活

性化戦略ビジョン (07) J で分野別指標の報告は

されているものの，最新の「ほっかいどう産業振

興ビジョン (11) J では IT に関する取組み項目は

無くなっている 道庁は管轄する地域も大きく，

本産業に関する施策展開は市レベルのそれに比し

小さくなる傾向が見られた

一方，経済産業省の出先機関である北海道経済

産業局の施策には，札幌市を対象とした独自の積

極性が見られる . 2000年から毎年， 地域の IT 産

業を総括した 「北海道 IT レポート J を作成したり，

札幌ビズカフェに代表される交流施設への支援，

12 

大学・経済団体・自治体 ・ 企業による推進機関の

設置など他地域には見られない特異性がある .

2011年の「北海道アジャイル戦略」ではクラウド

技術 ・ モパイルコンテンツに特化した展開と道内

産業の IT 活用を提起し 10年後に6，000億円の売

上を目指している

上記のように北海道のソフトウェア産業振興施

策は地域を担当する札幌市と，国レベルの産業政

策を担当する経済産業局とが主体となり展開して

きたが，最近では後者の関与が増している

6.2 千葉県

千葉県は09年の本産業売上高2，852億円(特化

係数0.33，全国順位11位)， 2000年の特化係数0.46

から低下しているが関東圏の中では 3 位に位置し

ている

千葉県内におけるソフトウェア分野の産業振興

の話題は ， 2000年代前半からあがり始める. 01年

の県主導による IT 産業育成を目的とする交流サ

ロン設置， 02年に常磐新線沿いに IT 産業蓄積の

計画発表， 04年の県・大学・企業によるベンチャー

企業設置を目的とする協議会の発足等である

この間の事情を県の公表資料からみると ， 千葉

県では2000年以降「千葉県アクションプラン(施

策・評価編)J でベンチャー育成をテーマとして

いる. 05年のプランからは21世紀型産業を含む経

済活性化戦略を取り上げ，戦略プロジ、エクトの一

つに「知的資源・産業集積を活かした IT 関連産

業の振興」が格上げされ， IT フロンテイア産業

支援協議会の活用他の施策が始まる.その後「千

葉新産業振興戦略 (06) J では IT' バイオ・素材

等の分野で産業クラスターの形成を継承する内容

であったが， 08年には戦略プロジェクト名を「元

気な企業づくりによる千葉県経済の活性化」 に変

更， 内容も中小企業の振興に置き換えられ， 最新

の千葉県総合計画「輝け!ちば元気プラン」でも

IT 関連産業振興の表現は少なくなる

上記ように千葉県の IT 関連産業育成施策は一

時期はベンチャー育成，産業クラスター形成を主
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に進められるが， 08年を転換点としてその方向性

は変わっている.首都圏近郊自治体は本産業の特

化係数は比較的高く，千葉県のそれも上位に位置

するが，自治体の施策傾向の変容と共に低下する

傾向があった.

6.3 神奈川県・横浜市

神奈川県は本産業生産額l兆5 ，496億円(特化係

数1.1 7，全国順位 2 位) ，全国的にも上位に位置し

90年以降全国 2 位の位置を占めている.この要因

としてデジタル家電，モパイルコンテンツ市場の

拡大が考えられるが，この間の経緯を自治体の施

策から見てみる.

神奈川県では90年代， 1かながわ新産業プラン」

を立案するものの，その中に IT 関連の具体的な

産業振興施策は見られない 02年の「かながわ産

業活性化計画」で IT 産業の重要性を述べ人材育

成・ベンチャー育成の施策展開を記すものの，翌

年の「県総合計画」では産業の活性化と雇用の確

保を目的とするが， IT 関連の項は無くなってい

る. 03年以降の「かながわ産業活性化指針j でも

同様であり，最新の「かながわグランドデザイン

(11) J の産業分野の項目にも引き続き見られない

このように県レベルでは， IT 産業の重要性は認

めるものの，具体的な施策展開は全く無い状況で

あった

一方，横浜市の施策では2000年以降に積極的な

姿勢が見られる. 97年の 15 ヶ年計画」では施策

の方向性・事業内容からも IT 産業振興の傾向は

見られず，翌年の「よこはま経済 '98J では『横

浜の情報関連産業は 13大都市の 3 位と発展してい

るものの，東京の影響下にあり，その機能の弱さ

を併せ持つ』と自己評価している. 01年の 15 ヶ

年計画」では新事業として IT 産業の集積による

活性化を計上， hT 関連企業の立地促進による関

内山下地区の活性化，みなとみらい地区・新横浜

への誘致により IT 関連産業の都心部への集積を

進める』との内容であった 04年には「チャレン

ジ・横浜」の中で hT 産業における携帯電話な

どデジタル家電業界では，半導体開発，ソフトウェ

ア開発，コンテンツ制作，セットメーカーが全て

市内や周辺地域に立地しており，横浜を代表する

リーデイング産業として成長していく可能性が高

い』とし， 1横浜発デジタル家電プロジェクト j

を提案している.

「よこはま経済， 2004J では産業集積の創出・

戦略プログラムに「横浜発デジタル家電プロジェ

クト」を提起，従来の IT 産業の集積に加え，駅

周辺のシステム・ソフト開発企業，関内地区のコ

ンテンツ制作企業を支援する内容である.その背

景として『他の政令指定都市と比べコンテンツ制

作の従事者などは少なく ソフト・ソリューショ

ン関連は都市規模相当， しかしハードウェア分野

は携帯・家電分野の企業集積大』との自己評価が

あった.具体的内容として IT 産業振興の専任の

担当課設置，国際 IT ビジネス交流特区の認定，

IT 企業ディレクトリ制作他があり，最新の「横

浜市中期4ヶ年計画 (10) J では IT やバイオ企業

の集積を認め，次の布石として既存企業の事業展

開やベンチャーの創出を図るとしている.このよ

うに横浜市は02年頃から IT に関した施策の展開

を始め，都市部への集積と関連する先端産業の導

入に継続して注力する特徴があったー

以上， 3 つの地域の総合計画他から IT ソフト

ウェア関連産業の振興施策を抽出し，その動向に

ついて述べた 調査対象も少なく各々の施策と生

産額(特化係数)との定量的な関連は示せないが，

これらの地域では具体的な施策の実施時期と特化

係数の変化する期間には関連が見られる 一般的

に県レベルの施策が産業全般(特に地場産業)を

考慮し本産業に集中したものに絞りにくいのに

対し市レベルの施策では特に産業分野を特徴付

けた立地方針で推進されており，かっ中期的継続

性からその効果が表れやすいと考える

7. まとめ

前報告に引き続き地方における情報通信産業，

特にソフトウェア関連産業の状況を考察した.対
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象として特定サービス産業実態調査資料から県別

の売上高・事業所数・従業員数等を抽出し，特化

係数を求めることにより比較したさらに業界内

の業務形態別の動向及び県別のソフトウェア生産

物の需給構造も併せ比較することにより以下の点

が明らかになった

(1) IT ソフトウェア産業は囲内経済の中でも順

調な伸びを示しているが，産業集積の傾向(生

産高の特化係数大)が高いのは，東京圏・大

阪圏・東海圏及び地方で中核となる県であっ

たこの傾向は80年以降で大きな変動はなく，

売上高の地域集中は事業所数・従業員数のそ

れと比べても高かった.

(2) IT ソフトウェア売上高の特化係数と各県の

人口規模・経済規模には相関関係がある.ま

た，該当産業の生産性及び事業所規模との聞

にも相関関係が見られており，これらから需

要の多い地域及びソフ ト ウェア産業の集積が

高い地域であるほど，効率的な経営に結びつ

く傾向がある

(3) ソフトウェアに係る業務形態別の特化係数の

分析から. I受託下請け型」業務形態のシェ

アが大きく ， この傾向は2000年以降変化して

いない 独自技術を持つ企業群がある一部の

県では 「自主開発型」が，大都市周辺に位置

する自治体では「サーピス提供型」の指標が

高いが，これらの業務形態の売上高は絶対値

が小さく，全体の順位に影響を及ぼす程では

なかった

(4) 産業連関表を用いたソフトウェア生産物の需

要構造分析から，生産高の特化係数が大きい

県ほど移出率が高いが，小さい県では域内需

要さえ満たしていなかった.

以上，本報告ではソフトウェア関連産業の地域

集積の要因として県別の人口規模・経済規模・地

方中心位置・事業所規模・効率性・業務内容・下
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請け/自給率構造・自治体施策内容他を考察して

いる 近年，新たな IT 関連需要の高まりを期待

し国内各地では，国レベル施策の企業誘致を中心

とした特定分野の産業集積ではなく，地域経済環

境を考慮し，独自技術の導入や，地域ユーザーと

の連携強化等の成長産業集積形成を目指す取り組

みが進められており，視点を変えた評価・分析が

今後の課題と考える
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Abstract: This study aims to identi今 the structural changes of Japanese software industty through the 

typical features base on prefectural data in the light of information society. Accordingly, it applies a 

comparative analysis by using the coe百icient，which is derived from three main variables -the number of 

establishments, the number of employees, and the production capacity of so白wa問 perprefecture. In the 

analysis, a special focus has been attached to the relationship between the s甘uc同re of so食ware industry 

and the scale of a given municipality. In addition, another emphasis is given on the current si旬ationofthe 

selected regions in terms of the policy altematives of local industry and historical development of the 

industty in the regions concemed 

The findings show that many typical regions are mainly occupied by and focused also on the so仕ware

related production, and the degree of concentration is more significantly depended on the industrial 

production among others. Moreover, an additional finding 仕om the Input-Output analysis confirms that 

an outsourcing type is the main form of operation, and the production does not even match with the 

intemal demand of each region 

keywords: so食ware industry, information society, regional economics, policy altematives, 

specialization coefficient 

15 




